宅地造成許可申請の手引き〔改訂版〕新旧対象表　　　　　　　ページの（　）内は現行手引きのページ
	ページ
	旧
	新
	改訂理由

	全編
	「がけ」

「がけくずれ」
	「崖」

「崖くずれ」
	法令の表現に準拠

	全編
	令第５条（擁壁）
	令第６条（擁壁の設置に関する技術的基準）
	法改正による条項の変更

	全編
	tf、kgf･ｍ、tf/㎡、tf/㎥などの従来単位系


	kN、N･ｍ、kN/㎡、kN/㎥などのSI単位系


	ＳＩ単位系に書換
P110に換算率表掲載

	　３

（３）
	1.3-(4) 許可を要する工事（法第８条第１項）
ここにおいて、切土又は盛土し、上記(1),(2)および(3)に述べた土地の部分に生じる「がけ」は、原則として法令に定める技術的基準（法第９条第１項,令５条～第10条）に適合する擁壁で覆わなければなりません。
	1.3-(3)-④ 許可を要する工事（法第８条第１項）
ここにおいて、切土又は盛土をし、上記①から③のいずれかに該当する工事で生じる「崖」は、原則として法令に定める技術的基準　　　　　　　　　　　　　　　　　　に適合する擁壁で覆わなければなりません。
	（法令条項）部の削除

　　　部の基準を満たすだけでは後段の神戸市型標準擁壁にはならないことから削除。

	　３

（３）
	1.4 届出を要する工事等（法第14条,令第19条）

2.規制区域内の宅地において、次の(1)～(3)に該当する工事を施行するときは、法第８条第１項の許可をうけなければならない場合を除き、着工する日の14日前までに市長に届けなければなりません。

(1)擁壁又は排水施設に関する工事

(2)高さが２ｍを超える擁壁の全部又は一部の除却

(3)雨水その他の地表水を排除するための排水施設の全部又は一部の除却


	1.4 届出を要する工事等（法第15条,令第18条）

(2)規制区域内の宅地において、次の①から④のいずれかに該当する工事を施行するときは、法第８条第１項本文若しくは第12条第１項の許可を受け、又は同条第２項の規定による届出をした場合を除き、着工する日の14日前までに市長に届け出なければなりません。

 ①擁壁等　　　　　に関する工事

②高さが２ｍを超える擁壁の全部又は一部の除却

③地表水等　　　　　を排除するための排水施設の全部又は一部の除却

④地滑り抑止ぐい等の全部又は一部の除却


	法改正による条項の変更
法改正による項目の追加
表現の変更

法改正による項目の追加

	　―

（－）

	
	第４章　造成宅地防災区域

「宅地造成等規制法」

第20条～第23条（第４章　造成宅地防災区域）
	法改正により新規規定項目

神戸市では現在「造成宅地防災区域」の指定は行っていないので未記載

	　６
（６）
　７
（６）
	第2章 宅地造成に関する工事の許可申請書の作成

　
宅地造成に関する工事許可申請書は、管轄建設事務所で行っています。ただし、次の場合は、建設局総務部宅地開発指導課で行います。（以下同じ）

(1)開発行為の許可申請に併せて宅地造成工事の許可申請を行う場合
(2)市街化調整区域で宅地造成工事の許可申請を行う場合


	第２章　宅地造成に関する工事の許可申請手続き等

2.1許可申請等の流れと手続き先
宅地造成に・・・・・・・・　　図２－１に示すとおりです。　　　　　　　　
なお、宅地造成に関する工事の許可は、申請に係る土地が所在する区を管轄する建設事務所へ申請してください。ただし、次の場合は、建設局総務部宅地開発指導課へ申請してください。（以下で説明する諸手続きも同様です。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　
(1)市街化調整区域で行う宅地造成工事の許可申請を行う場　合

(2)国等が法第11条に基づく協議を申し出る場合
(3)平成18年９月29日までに開発行為の許可申請に併せて宅地造成工事の許可申請を行い、許可を得たもので、変更許可の申請を行う場合。
	　

表現の変更（詳細に定義）

(1)削除

都計法改正による開発行為に併せた宅造工事は開発許可に一本化
追記
都市計画法改正による暫定措置による追記

	　８

（７）
　

　８

(7)


	2.3申請書類の整備要領
2.4許可申請書の添付図書整備要領
2.4.1許可申請の添付書類は、表2-2に掲げる要領で作成するものとします。
2.3.1図書の大きさは全てＡ４版大にしてください。

　ただし、・・・・・・
　・・いずれかに取りまとめるものとします。
2.4.2作成にあたっては、本「宅地造成工事許可申請の手引き・事務手続編・同技術編」及び「神戸市宅地造成等規制法施行細則」のほか、「宅地造成規制法」、「同施行令及び同施行規則」、「同解説」（建設省建設経済局民間宅地指導室監修）等の技術的基準等によるものとします。

2.4.3許可申請にあたっては、鉄筋コンクリート又はコンクリート擁壁を設置しようとする場合は、擁壁の応力検討及び断面検討に関する構造計算書を提出しなければなりません。
2.4.4令第５条第2項の規定により、がけ面を擁壁でおおわない場合は、土質試験等に基づくがけ面の安定計算書を提出しなければなりません。
2.3.2図書は次に述べる2.4「許可申請書の添付図書整備要領」に基づき、図書番号順に整備していくものとします。

2.3.3許可通知書の受領時に、位置図及び造成計画平面図を各２部提出するものとします。
表２－２添付図書整備要領
	2.2　 許可申請書の作成要領
(1)許可申請にあたっては、表2-3に掲げる図書を、同表に記載している要領に基づき作成してください。
(2) 図書の大きさは全てＡ４版大にしてください。
　ただし、・・・・・
　・・いずれかに統一してとりまとめてください。
(3) 図書の作成にあたっては、法、令、規則、細則のほか、本手引「事務手続編・技術基準編」、「宅地防災マニュアルの解説（第二次改訂版）」（宅地防災研究会編集）等の技術的基準等に従い、作成してください。

(4)鉄筋コンクリート又は無筋コンクリート擁壁を設置しようとする場合は、擁壁の応力検討及び断面検討に関する構造計算書を提出してください。
(5)令第６条第１項第１号ロの規定により、崖面を擁壁で覆わない場合は、土質試験等に基づく崖面の安定計算書を提出してください。
⇒(1)の主旨に含む。

(6)許可通知書の受領時に、位置図及び造成計画平面図を各２部提出してください。
表２－３許可申請図書作成要領
	表現の変更

順序等入れ替え

表現の変更

表現の変更

追記

法改正による条項の変更



	18～19
（－）

	
	第4章 申請書等の提出部数及び申請手数料

4．1 申請書等の提出部数

4．2 申請手数料（神戸市手数料条例による）
(1)宅地造成工事許可申請

(2)宅地造成工事変更許可申請
	新規に追加記載



	38
(37)

	第１章　総則

１．２　対象範囲

本「宅造手引・技術編」は、・・・・・の許可等（法8条の許可又は第11条の協議成立　　　　　　　　　　　　　　。）が必要となる・・・・・・・・・・・工事を対象とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　

	第１章　総則

１．２　対象範囲

本「宅造手引・技術編」は、・・・・・法の許可等（法8条の許可又は第11条の協議成立又は法第12条の変更許可をいう。）が必要となる・・・・・・・・・・・工事を対象とします。
※都市計画法第29条開発許可において同法第33条第１項第７号に定める技術基準においても、本手引・技術編を準用します。

	法改正による追記

追記



	45
(44)

	４．盛土内排水層

　したがって、高盛土にあって、下記の(1)～(3)に掲げる・・・
(1)

(2)

(3)


	４．盛土内排水層

　したがって、高盛土にあって、下記の(1)～(4)に掲げる・・

(1)

(2)

(3)

(4)　大規模盛土造成地（３．３大規模盛土　参照）

	対象地の追加


	46～47
(－)

	
	３．３大規模盛土


	新規項目として追加


	47～48
(45)

	３．３　のり面保護工

３．４　自然斜面等


	３．４　のり面保護工

３．５　自然斜面等


	３．３追加に伴う番号付替


	49
(46)
他多数


	第４章

４．１擁壁の設計

 図－(a)　練石積擁壁


	第４章

４．１擁壁の設計

　図－(a)　練　積擁壁


	表記変更（ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ練積擁壁と練石積擁壁を同種の練積擁壁として取扱う）



	50
(46)

他


	(2)　転倒モーメント

2)地震時における・・・・

　偏心距離eがe≦Ｂ/３を満足することが望ましい。


	(2)　転倒モーメント

　2)地震時における・・・・

　偏心距離eがe≦Ｂ/２を満足することが望ましい。


	宅造基準適用に変更

（以降同様に全て変更）



	51
(48)


	(4)擁壁に突起を設ける場合

  4) …

	(4)擁壁に突起を設ける場合

　4)底版幅は、突起なしでもすべりに対する安全率1.0を確保できる幅とします。

  5) …

	新規追記

4)→5)に変更



	52
(49)


	(2)土圧(令第7条)

　……を原則とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　


	(2)土圧(令第7条)

　……を原則とします。

　ただし、盛土の場合で上記によることが困難な場合や、小規模な工事の場合は、第9章9.2の3の表.9-2を用いても構いません。


	実態に合わせて追記


	54
(53)

	表．4-11　コンクリートの許容応力度

許容せん断応力度

  設計基準強度　　　無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　　　　　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

　         　  　　Fc/30 かつ           Fc/30 かつ
　　　―　　      (５+Fc/100)以下       (５+Fc/100)以下
   　
許容付着応力度　　

　設計基準強度　　　無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　　　　　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

　        　　　　   ―　　　　　　　　 Fc/15 かつ
　　　―　　　　　　 ―                 (9+2 Fc/15)以下
短期応力に対する許容応力度
　長期応力に対する許容応力度のそれぞれの数値の1.5倍
	表．4-11　コンクリートの許容応力度

許容せん断応力度

  設計基準強度　　　無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　　　　　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

　２１以下　　　　　Fc/30　　　　　　　　Fc/30
２１超 　　　  　(0.49+Fc/100)以下    (0.49+Fc/100)以下

許容付着応力度　　

　設計基準強度　　　無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ　　　　　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ

22.5以下　　　　　―　　　　　　　　  Fc/15
22.5超　　　　　  ―                 (0.9+2 Fc/15)以下
短期応力に対する許容応力度
　長期応力に対する許容応力度のそれぞれの数値の２倍

	最新の基準に合わせて修正



	60
(57)


	 図.4-5の主鉄筋の継手相互間距離の図示
　「Lv＋25d1以上」


	 図.4-5の主鉄筋の継手相互間距離の図示
　「　 　25d1以上」


	説明文と図表現の整合性を図る



	62
(59)


	
	４．５　外壁石張り工


	新規追記

(施工例の増による標準化)


	63
(60)


	２．斜面（自然斜面を含む）上の擁壁の位置と根入れ長

　斜面等の・・・・・・・・・・してください。

　この時の離隔距離は、令第８条の練石積標準擁壁にあっては、1.5ｍ以上、その他の擁壁にあっては高さ５ｍまでは1.5ｍ以上、５ｍ以上を超える場合は0.3Ｈ以上とします。

	２．斜面（自然斜面を含む）上の擁壁の位置と根入れ長

　斜面等の・・・・・・・・・・してください。

　この時の離隔距離は、擁壁高さの0.4Ｈ以上でかつ1.5ｍ以上とします。

	「宅地防災ﾏﾆｭｱﾙ」基準適用



	64
(61)


	図4-11　下段擁壁の上端に続く地表面が斜面の場合

　0.3Ｈ以上かつ、かつ1.5ｍ以上
図4-11　上段擁壁高(H)の表記　   
図4-10及び図4-11　下段練積擁壁の勾配線
　前面地盤面高から引く


	図4-11　下段擁壁の上端に続く地表面が斜面の場合

　0.4Ｈ以上かつ、かつ1.5ｍ以上
図4-11　上段擁壁高(H)の表記　H
図4-10及び図4-11　下段練積擁壁の勾配線

　基礎ｺﾝｸﾘｰﾄ背後から引く


	「宅地防災ﾏﾆｭｱﾙ」基準適用
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(62)
	(2) 上段もしくは下段擁壁のいずれか一方が既設で、そのそれぞれに対してひな壇状に新たに擁壁を築造する場合

　……を心がけてください。　　　　　　　

	(2) 上段もしくは下段擁壁のいずれか一方が既設で、そのそれぞれに対してひな壇状に新たに擁壁を築造する場合

　……を心がけてください。（二段擁壁の考え方は(1)と同じ。）　　　　　
　ただし、既存擁壁側の土地所有者等の合意が得られない場合や、地形状況から掘削等を伴う調査が困難な場合も想定されます。

　そのような場合は、下段擁壁が既設なら、「斜面(自然斜面を含む)上の擁壁の位置と根入れ長(第4章4.6の2参照)」を準用したり、上段擁壁が既設なら、既設擁壁の前面地盤を掘削(切土)せず可能ならば盛土して根入れ長を確保するなどして、現況で判明している情報をもとに安全性の高い擁壁の設計を心がけてください。

	二段擁壁の施工についてできるかぎり同時施工の時(1)と同じ考え方での設計を要請
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	５．擁壁前面に水路・・・・・　　　　　・・根入れ長

鉄筋又は・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・できます。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　
	５．擁壁前面に水路・・・・・　　　　　・・根入れ長

鉄筋又は・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・できます。ただし、地盤面からの根入れ長は確保するものとします。

	わかりやすい表現とするため
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	６．擁壁基礎の根入れ形状

　　

　擁壁前面の地盤線が9%以上となるときは、図4-15に示すように、　段切り施工　とします。


	６．擁壁基礎の根入れ形状

　擁壁基礎底版は、原則として水平としますが、擁壁の平面線形や現場の地形条件等やむを得ない場合は、最小限の勾配とします。
　擁壁前面の地盤線が9%以上となるときは、図4-15に示すように、必ず段切り施工を行い水平とします。


	擁壁基礎底面の段切り水平施工の徹底
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	７．基礎底面の処理

(1)練石積擁壁、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁及び無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁の基礎工
1)栗石は、天然石又は堅硬な破砕石で、通常５～15cmのものをいいます。

　なお、栗石基礎の間隙充填材　　　　　　には、砕石のほか、「神戸市建設廃材再生使用基準」に適合した品質の再生クラッシャーラン(RC-40)を使用することができます。
2)砕石はJIS A5001（道路用砕石）又はJIS A5005(コンクリート砕石、C-40）に適合したものをいいます。


	７．基礎底面の処理

(1)練　積擁壁、鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁及び無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁の基礎工

1)栗石は、天然石又は堅硬な破砕石で、通常５～15cmのものをいいます。

2)砕石はJIS A5001（道路用砕石）又はJIS A5005(コンクリート砕石、C-40）に適合したものをいいます。

　なお、栗石基礎の間隙充填材及び砕石基礎には、砕石のほか、「神戸市建設廃材再生使用基準」に適合した品質の再生クラッシャーラン(RC-40)を使用することができます。


	基礎における(再生)砕石の使用を明確にするため、表現及び説明順序を一部修正


	68
(－)


	　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　
	(4)段切りした場合の基礎支持地盤の処理

　岩盤以外では、段切りした段差の部分の基礎支持地盤は、床付時及び基礎材に対する転圧が不十分となるため、その処理は図4-17を原則とします。

　図４－１７

	中間検査時に散見される指摘事項の徹底

図　追加
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	(4)暗渠排水

　水抜き孔による・・・・・・　　・・・とします。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	(4)暗渠排水

　水抜き孔による・・・・・・　　・・・とします。

　その場合、延長30ｍまでは直径100㎜以上、延長60ｍまでは150㎜以上の有孔透水管を標準とします。

	追記（明確化）
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	10．隅角部の補強

(1)鉄筋コンクリート擁壁　　　（出隅部）

表.4-23 擁壁高と隅角部の補強範囲

　擁壁部

　1.0m＜H＜3.0m

  3.0m≦H≦5.0m


	10．隅角部の補強

(1)鉄筋コンクリート擁壁たて壁（出隅部）

表.4-23 擁壁高と隅角部の補強範囲

　擁壁部

　0.5m≦H≦3.0m

  3.0m＜H≦5.0m


	宅地防災ﾏﾆｭｱﾙ及び当課事務連絡との整合を図る


	72
(－)


	
	(2)鉄筋コンクリート擁壁底版

 1)出隅部の底版の配筋

　連結底版の配筋は、双方の擁壁の底版の主鉄筋を図.4-21(a)に示すようにそれぞれ交差させて配筋します。

　なおこの場合において、短い方の擁壁の底版配力筋は連結底版内において省略することは可能ですが、長手側の擁壁の底版配力筋は連結底版内に所定の長さで定着します。

2)入隅部の底版の配筋

　図.4-21(b)に示すように、双方の擁壁底版のかかとの延長線との交点で囲まれる連結補強底版に、長手側擁壁の底版配力筋に底版の主鉄筋と同径の鉄筋を所定の長さで定着するとともに、短い方の擁壁の配力筋を連結補強底版内に所定の長さで定着します。

図.4-21　鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁　出隅部及び入隅部の配筋

図(a)　出隅部　　　図(b)　入隅部


	追記（指示項目の明確化）



	73

(69)


	(2)無筋コンクリート擁壁（出隅部）

(3)練石積擁壁（出隅部）


	(3)無筋コンクリート擁壁（出隅部）

(4)練　積擁壁（出隅部）
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	図.5-1 浅層地盤改良工　（基礎砕石等の表記）

　　

	図.5-1 浅層地盤改良工　（基礎砕石等の表記）

改良を実施しても基礎砕石等は必要です。

	中間検査時に散見される指摘事項の徹底
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他

	５．３杭基礎

表5-3杭基礎に関する指針・示方書等の名称

地震力に対する建築物の　　設計指針


	５．３杭基礎

表5-3杭基礎に関する指針・示方書等の名称

地震力に対する建築物の基礎設計指針


	本のタイトルを正しく表記

（他図書名も同様）
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	(3) 杭体の許容応力度
　杭基礎の各部材に生じる応力度は、表.5-8又は表.5-10に掲げる許容応力度以下とします。

	新規追記
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	４．杭の最小中心間隔及び縁端距離(建築基礎構造設計指針)

　杭の最小中心間隔及び最外周杭中心と底版縁端距離は、表.5-4の表-(ａ)及び表-(ｂ)に掲げる数値とし、……

　表.5-4の内容


	４．杭の最小中心間隔(Ｓ)及び縁端距離(ｄ)(道路橋示方書・同解説・Ⅳ下部構造編)

　杭の最小中心間隔は、杭径(Ｄ)の2.5倍以上とします。また、最外周杭中心と底版縁端距離は、表.5-3に掲げる数値とし、……

　表.5-３の内容

	宅地防災ﾏﾆｭｱﾙの解説(Ⅰ)P.361によると、道路橋示方書を参考としているので、こちらの考え方を採用
（あわせて表も修正）



	82～83

(86～87)

	図.5-6 底版下面より下の中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ厚　D/2
図.5-7 底版下側主鉄筋より上の埋込長　L≧L0(35d)+10/d
図.5-8 底版下側主鉄筋より上の埋込長　L≧L0(35d)+10/d

	図.5-6 底版下面より下の中詰めｺﾝｸﾘｰﾄ厚　2.5D
図.5-7 底版下側主鉄筋より上の埋込長　L≧L0(35d)+10d
図.5-8 底版下側主鉄筋より上の埋込長　L≧L0(35d)+10d

	道路橋示方書にて確認のうえ修正
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	(2) 残土処理及び廃棄泥水処理

　……「水質汚泥法」……


	(2) 残土処理及び廃棄泥水処理

　……「水質汚濁防止法」……


	誤字修正



	91

(87～88)


	６．４ 設計水平震度

　１．～２．全文


	６．４ 設計水平震度

　設計水平震度(Kh)は、以下のとおりとします。

　　Kh=Cz・K0
      Kh：設計水平震度

　　　Cz：地域別補正係数(建基法施行令第88条第1項に規定するzの数値、神戸市内は1.0)

      K0：標準設計水平震度（0.25）


	宅地防災ﾏﾆｭｱﾙに準拠するため修正
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	第７章　排水対策、治水対策及び造成工事施工中の防災対策

(1)流出係数

市街化区域

ｱ)　須磨区北部、垂水区、西区、北区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．７０
(2)流入時間　5分（雨水管渠に流入するまでの時間）
(3)

(4)粗度係数　ｎ

ヒューム管                           0.013

新しいコンクリート面                 0.013

硬質塩化ビニール管                   0.010

	第７章　排水対策、治水対策及び造成工事施工中の防災対策

(1)流出係数

市街化区域

ｱ)  須磨区北部、垂水区、西区、北区、兵庫区、

海上都市(ﾎﾟｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ、六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞ等)　         0.70
(2)流入時間　残流域2.5ha相当の流入時間は５分とする。残流域がこれより大きい場合は、流下時間を考慮すること。
(3)

(4)粗度係数　ｎ

煉瓦モルタル積                          0.015

石積                                    0.025

新しいコンクリート面(管渠、開渠)         0.013

古いコンクリート面(管渠、開渠)           0.015

硬質塩化ﾋﾞﾆｰﾙ管、合成樹脂管（更正工法によるものを含む）
  0.010

	本市開発指導要綱、下水道河川部計画課資料等により修正
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	(4)交通対策

　工事現場・・・・に交通整理人等を・・・・


	(4)交通対策

　工事現場・・・・に交通誘導員等を・・・・


	表現の変更
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	表.8-1 L型鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁

　H=2.25～2.0m    L=6.93m

H=2.00～1.0m    L=16.70m
H=1.0m    L=13.00m
表.8-2 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁

　H=1.0～0m    L=2.50m

	表.8-1 L型鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁

　H=1.00～2.25m   L=9.21m

H=1.00～2.00m   L=15.40m
H=0.00～1.00m   L=13.00m
表.8-2 重力式ｺﾝｸﾘｰﾄ擁壁

　H=0.00～1.00m    L=2.50m

	図面.8-3の修正に合わせて修正
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	図面.8-3

平面図・断面図・展開図等　　　　　　

	図面.8-3

平面図・断面図・展開図等　(全面見直し)　

	新66ﾍﾟｰｼﾞ(旧63ﾍﾟｰｼﾞ)の擁壁基礎底面の段切り水平施工の徹底に合わせて全面見直し



	102

(99)


	(5) 鉄筋の許容応力度(建設省告示第1906号-平成６年9月2日改正)


	(5) 鉄筋の許容応力度(鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ構造計算規準・同解説(日本建築学会))


	建設省告示が失効(？)したため


	104

(101)


	表.9-9 標準擁壁図の索引番号　擁壁の種類

　　4  

	表.9-7 標準擁壁図の索引番号　擁壁の種類

　　4 ,6

	省力化構造分の追加
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	表.9-11 L型鉄筋擁壁コンクリート標準擁壁図一覧表


	表.9-9 L型鉄筋擁壁コンクリート標準擁壁図一覧表

　（各欄に600番台の図面番号追加）

	省力化構造分の図面番号追加
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(103)


	図.9-2 令第8条の練石積擁壁の構造

　　（図面の内容）


	図.9-2 令第8条の練　積擁壁の構造

　　（標準擁壁のｶｯﾄｵﾌであることを点線等により明示）


	説明文の内容に合わせた図面に修正



	112
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	第10章　標準擁壁構造図集

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	第10章 標準擁壁構造図集

　擁壁高さと勾配に応じた必要地耐力（表）


	表の追記



	124

(124)


	２．L型鉄筋コンクリート擁壁

　L型鉄筋コンクリート標準擁壁図一覧表
	２．L型鉄筋コンクリート擁壁

1) L型鉄筋コンクリート標準擁壁図一覧表
2)省力化構造によるL型鉄筋コンクリート標準擁壁図一覧


	省力化構造図一覧表の追記


	129～136
(127～134)


	配筋要領図
　　　　　　　　　　　　　

	配筋要領図

　鉄筋の重ねあわせ図を追加

	鉄筋の定着長と重ね合わせ長さを別図にすることによる明確化


	137～146
(―)

	標準構造図
　　　　　　　　　
　　　　　　　　　

	標準構造図

　№６１１～６１５

　№６２１～６２５

	省力化標準構造図の追加




※SI単位系の変換については、適宜行っている。（上記には記載していない）

※上記以外に、誤字脱字、図面や表の通し番号も修正も行っている。
